
 

 

 

 
                         財 理 第３１２４号 
                         平成１７年８月２４日 
 
各 財 務 （ 支 ） 局 長 
沖 縄 総 合 事 務 局 長 
日本たばこ産業株式会社   殿 
 
 
                財務省理財局長  牧 野 治 郎 
 
 
 

平成元年６月以前の申請により許可された製造たばこ 
小売販売業者に係る条件について 

 
 
 平成元年６月以前の申請により許可された製造たばこ小売販売業者に係る許
可条件については、たばこ事業関係法令及び平成１２年１２月２７日付蔵理第
４６２１号大蔵省理財局長通達「製造たばこ小売販売業許可等取扱要領」によ
るほか、設置した自動販売機に関して未成年者喫煙防止の観点から早期の是正
が必要と認められる者について、下記により取り扱われたい。 
 

記 
 
１ 平成元年６月以前の申請により製造たばこ小売販売業の許可を受けた者の
うち、当該許可に際しての条件が付されていない者又は既存の条件中に「自
動販売機を設置する場合には、店舗に併設すること。」との記載がされてい
ない者であって、店舗に併設していない（従業員が店舗に常駐していない場
合を含む。）自動販売機の設置を継続し、かつ、次の⑴、⑵又は⑶に該当す
ると認められるものについては、許可の条件として「自動販売機を設置する
場合には、店舗に併設すること。」との文言を付し、又は当該条件を追加す
ること。 
なお、この場合において「店舗に併設」とは、「製造たばこ小売販売業許
可等取扱要領」第２章第四２⑴①に規定するものをいう。 
⑴ 当該自動販売機の見やすい位置に「未成年者喫煙禁止」を主旨とした表
示を行わないもの 
⑵ 未成年者によるたばこの購入を防止するために、自動販売機の深夜稼働
の停止措置等の適正な管理措置を講じず、又は当該管理措置の内容を当該
自動販売機に表示しないもの 
⑶ （社）日本たばこ協会等が、平成２０年を目途としてたばこの購買者の
年齢を確認し、当該購買者が未成年者と判断される場合にたばこを販売し
ない機能（以下「成人識別機能」という。）を付した自動販売機を全国一
斉に導入予定であることを踏まえ、当該製造たばこ小売販売業者がその設
置する自動販売機について成人識別機能を遅滞なく稼働させる予定を明ら
かにしないもの 



 

 

 

 
２ 上記１により、条件を付され、又は追加された製造たばこ小売販売業者が、
当該条件に反して、店舗に併設されていない自動販売機の設置を継続した場
合においては、たばこ事業法第３１条第二号の規定に基づき、当該製造たば
こ小売販売業者について、その許可を取り消し、又は１月以内の期間を定め
てその営業の停止を命ずること。 
 
 


